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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期
第３四半期
連結累計期間

第42期
第３四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 (千円) 16,103,407 15,207,489 21,327,830

経常利益 (千円) 200,589 30,034 277,688

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益
(千円) 123,901 25,055 5,763

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 144,465 △11,841 25,522

純資産額 (千円) 3,496,523 4,757,338 3,377,580

総資産額 (千円) 16,109,937 17,134,311 15,842,671

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 21.06 3.81 0.98

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 21.06 － 0.98

自己資本比率 （％） 21.7 27.8 21.3

 

回次
第41期
第３四半期
連結会計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 11.56 3.83

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第42期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

第２四半期連結会計期間において、株式会社トーハンへの当社株式の第三者割当増資により、2018年８月31日付で

同社は当社のその他の関係会社となりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、「『税効

果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っております。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善により緩やかな回復基調にあるも

のの、日本経済につながりのある大国間の通商問題をはじめとする海外経済の不確実性などにより、先行きは依然

として不透明な状況が続いております。一方、政府による働き方改革により、健康で豊かな生活のための時間の確

保が推奨されるとともに、長時間労働の是正等が進みつつあります。

当社グループを取り巻く事業環境は、動画や音楽配信、スマートフォン等による時間消費の多様化の影響を受

け、雑誌やレンタルの市場の縮小が続く一方、楽しさや学び、健康等を大切にするライフスタイルの定着により、

新たな市場が広がりをみせています。

このような経営環境のもと、当社グループは新刊書籍・雑誌やＤＶＤ・ＣＤのレンタル・販売を核として、文具

や雑貨などの販売部門を、お客様のニーズの変化にあわせて拡大するとともに、学びたい、健康になりたいといっ

た人生を豊かにしたいというニーズにあわせて教室、フィットネス等を併設した店舗を「ブックバラエティスト

ア」として展開を進めております。

当第３四半期連結累計期間においては、香久山店（愛知県日進市）、小牧店（愛知県小牧市）の２店舗の移転増

床及び下恵土店（岐阜県可児市）、ルビットタウン高山店（岐阜県高山市）の増床をおこないました。一方で、磐

田店、塩釜店を閉店したことから、第３四半期末時点で81店舗６校となりました。また、瑞浪中央店（岐阜県瑞浪

市）、小牧店、長良店（岐阜県岐阜市）、多治見南店（岐阜県多治見市）、星川店（三重県桑名市）の５店舗に

「スポーツクラブアクトスWill_G（ウィルジー）」を導入し、フィットネス導入店舗は６店舗となりました。

オペレーション面では、前年度に引き続きレンタル専用セルフレジを11店舗（累計12店舗）に導入するととも

に、新たに物販・レンタルを同時に取扱い可能な統合セルフレジを、こくふ店（岐阜県高山市）に導入いたしまし

た。また、営業時間の見直しを11店舗でおこなうなど、収益力強化のために抜本的な生産性向上策を進めておりま

す。

８月には、株式会社トーハン（以下、「トーハン」という。）と資本業務提携契約を締結いたしました。同時に

第三者割当による新株式発行によりトーハンに当社の普通株式140万株を割り当て、13億91百万円の資金調達をお

こないました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高152億７百万円（前年同四半期比5.6％減）、営業利益

12百万円（同93.3％減）、経常利益30百万円（同85.0％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益25百万円（同

79.8％減）となりました。

 

②財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は171億34百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億91百万円増

加いたしました。これは主に、現金及び預金、商品の増加などにより流動資産が９億３百万円増加したこと、建物

及び構築物の増加などにより固定資産が３億87百万円増加したことによるものであります。

負債につきましては123億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ88百万円減少いたしました。これは主に、

支払手形及び買掛金が増加したことから流動負債が２億41百万円増加し、長期借入金の返済が進んだことなどから

固定負債が３億29百万円減少したことによるものであります。

純資産につきましては47億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億79百万円増加いたしました。これは主

に、第三者割当増資により資本金が６億96百万円、資本剰余金が６億95百万円増加したことによるものでありま

す。

 

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は94億19百万円（前連結会計年度末比10.6％増）となり、

９億３百万円増加いたしました。これは主に、現金及び預金が３億64百万円、商品が２億59百万円増加したことに

よるものであります。
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（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は77億14百万円（同5.3％増）となり、３億87百万円増加

いたしました。これは主に、出店や増床により有形固定資産が４億84百万円増加したことによるものであります。

（流動負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は92億78百万円（同2.7％増）となり、２億41百万円増加

いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が４億80百万円増加したこと、また、長期借入金の返済により１年

内返済予定の長期借入金が１億円減少したことによるものであります。

（固定負債）

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は30億98百万円（同9.6％減）となり、３億29百万円減少

いたしました。これは主に、長期借入金の返済による減少が３億57百万円あったことによるものであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は47億57百万円（同40.9％増）となり、13億79百万円増加い

たしました。これは主に第三者割当増資により、資本金が６億96百万円、資本剰余金が６億95百万円増加したこと

によるものであります。また、自己資本比率は、前連結会計年度末の21.3％から27.8％になりました。

 

③セグメントごとの経営成績の状況

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

ⅰ　個人顧客事業

個人顧客事業の売上高は、新規事業部門、文具・雑貨・食品部門、古本部門が健闘いたしましたが、他の各部門

で厳しい推移が続き、全体では150億13百万円（前年同四半期比5.6％減）となりました。また、積極的に新店や増

床、フィットネス事業の導入投資を進めたため、関連する経費が増加したことから、セグメントの営業利益は68百

万円（同70.4％減）となりました。

個人顧客事業の主要な部門の売上高は、書店部門96億32百万円、レンタル部門17億79百万円、文具・雑貨・食品

部門14億37百万円、セルＡＶ部門10億８百万円、ＴＶゲーム部門５億円、古本部門４億53百万円、新規事業部門２

億２百万円となりました。

増収部門の売上高前年同四半期比は、文具・雑貨・食品部門が3.6％増、古本部門が4.4％増と堅調でした。ま

た、新規事業部門は、スポーツクラブアクトスWill_G（ウィルジー）を５店舗に導入したことからフィットネス

事業の売上が増加したため、64.8％増となりました。

同様に減収部門は、書店部門が4.8％減、レンタル部門が11.8％減、セルＡＶ部門が14.7％減、ＴＶゲーム部門

が22.8％減と、主要部門で減収となりました。これらの部門につきましては、マーケット縮小の影響が大きく、今

後も減収傾向は続くと考えております。

 

ⅱ　サービス販売事業

不動産賃貸収入、自動販売機収入、受取手数料、保険代理業収入などによるサービス販売事業の売上高は、１億

91百万円（同1.2％減）となり、セグメントの営業利益は１億38百万円（同6.3％減）となりました。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更は

ありません。
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（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

資金需要

当社グループの資金需要は主に大きく分けて運転資金需要と設備資金需要の二つがあります。

運転資金需要のうち主なものは子会社による商品の仕入のほか、グループに共通するものとして給料及び手当や

地代家賃などの販売費及び一般管理費等の営業費用によるものであります。また、設備資金需要としましては、主

に設備投資として店舗の開店・改装やフィットネス事業など新規事業に関するものであります。

また、当社グループは、店舗を中心とした個人顧客事業から日々の収入金があり、流動性資金は十分な水準を確

保しているものと考えております。

 

財政政策

当社グループは、運転資金につきましては、営業キャッシュ・フローで獲得した資金より充当し、不足が生じた

場合は短期借入金で調達を行っております。設備資金につきましては、設備資金計画に基づき調達計画を作成し、

内部資金で不足する場合は長期借入金により調達を行っております。また、長期資金の調達については銀行借入に

よる調達を主として、諸条件を十分に考慮の上、調達規模を適宜判断して実施していくこととしており、当第３四

半期連結会計期間末の有利子負債の残高は25億50百万円となりました。また金融機関との間で総額20億円の当座貸

越契約を締結しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,200,000

計 19,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,400,000 7,400,000
東京証券取引所ＪＡＳＤ

ＡＱ（スタンダード）

単元株式数

100株

計 7,400,000 7,400,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2018年10月１日～

2018年12月31日
－ 7,400,000 － 1,986,000 － 1,712,533

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 116,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,282,400 72,824 －

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数 7,400,000 － －

総株主の議決権 － 72,824 －

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱三洋堂ホールディングス
名古屋市瑞穂区

新開町18番22号
116,600 － 116,600 1.57

計 － 116,600 － 116,600 1.57

（注）当第３四半期会計期間末日現在における自己名義所有株式数は116,600株となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,335,826 2,699,917

売掛金 101,298 143,453

商品 5,771,283 6,030,980

その他 307,682 545,537

流動資産合計 8,516,090 9,419,889

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,771,836 2,024,819

土地 2,580,060 2,580,060

その他（純額） 284,996 516,443

有形固定資産合計 4,636,893 5,121,323

無形固定資産 142,621 137,307

投資その他の資産 2,547,065 2,455,791

固定資産合計 7,326,580 7,714,421

資産合計 15,842,671 17,134,311

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,738,994 8,219,663

1年内返済予定の長期借入金 588,884 488,668

未払法人税等 33,054 86

賞与引当金 51,093 20,517

ポイント引当金 177,340 152,220

資産除去債務 34,574 13,568

その他 412,412 383,330

流動負債合計 9,036,352 9,278,054

固定負債   

長期借入金 2,419,286 2,061,724

退職給付に係る負債 317,024 325,943

資産除去債務 623,527 631,406

その他 68,900 79,844

固定負債合計 3,428,738 3,098,918

負債合計 12,465,090 12,376,972
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,290,000 1,986,000

資本剰余金 1,025,396 1,720,996

利益剰余金 1,058,556 1,083,611

自己株式 △100,520 △100,520

株主資本合計 3,273,432 4,690,087

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 96,746 61,717

退職給付に係る調整累計額 7,248 5,463

その他の包括利益累計額合計 103,994 67,180

非支配株主持分 153 70

純資産合計 3,377,580 4,757,338

負債純資産合計 15,842,671 17,134,311
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 16,103,407 15,207,489

売上原価 11,335,466 10,616,860

売上総利益 4,767,940 4,590,628

販売費及び一般管理費 4,589,679 4,578,627

営業利益 178,261 12,000

営業外収益   

受取利息 2,538 2,750

受取配当金 5,017 5,492

受取保険金 4,490 10,574

協賛金収入 6,245 6,863

その他 17,794 15,554

営業外収益合計 36,087 41,236

営業外費用   

支払利息 13,313 11,106

株式交付費 － 11,630

その他 445 465

営業外費用合計 13,759 23,202

経常利益 200,589 30,034

特別利益   

固定資産売却益 － 11,669

新株予約権戻入益 3,024 －

その他 － 112

特別利益合計 3,024 11,781

特別損失   

固定資産除却損 13 1,451

減損損失 14,773 －

特別損失合計 14,787 1,451

税金等調整前四半期純利益 188,826 40,363

法人税、住民税及び事業税 61,207 9,054

法人税等調整額 3,689 6,337

法人税等合計 64,896 15,391

四半期純利益 123,929 24,972

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
27 △83

親会社株主に帰属する四半期純利益 123,901 25,055
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 123,929 24,972

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 22,407 △35,028

退職給付に係る調整額 △1,871 △1,784

その他の包括利益合計 20,536 △36,813

四半期包括利益 144,465 △11,841

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 144,437 △11,758

非支配株主に係る四半期包括利益 27 △83
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

減価償却費 296,079千円 280,904千円

のれんの償却額 3,000千円 3,000千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2018年８月31日付で、株式会社トーハンから第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当第

３四半期連結累計期間において資本金が696,000千円、資本剰余金が695,600千円増加し、当第３四半期連結会計

期間末において資本金が1,986,000千円、資本剰余金が1,720,996千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 

個人顧客
事業

サービス
販売事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 15,907,594 194,312 16,101,906 1,500 16,103,407 － 16,103,407

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 450 450 △450 －

計 15,907,594 194,312 16,101,906 1,950 16,103,857 △450 16,103,407

セグメント利益 230,997 147,226 378,223 955 379,179 △200,917 178,261

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、法人顧客事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△200,917千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「個人顧客事業」セグメントにおいて、当第３四半期連結累計期間中に退店が決定した店舗について、減

損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額は14,773千円であります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 

個人顧客
事業

サービス
販売事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 15,013,800 191,973 15,205,773 1,715 15,207,489 － 15,207,489

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 450 450 △450 －

計 15,013,800 191,973 15,205,773 2,165 15,207,939 △450 15,207,489

セグメント利益 68,435 138,019 206,455 1,079 207,535 △195,534 12,000

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、法人顧客事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△195,534千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益 21.06円 3.81円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 123,901 25,055

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
123,901 25,055

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,882 6,583

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 21.06円 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 0 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2019年２月12日

株式会社三洋堂ホールディングス   
 

取締役会　御中   

 

 三優監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　寛尚　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 八代　英明　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三洋堂

ホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日

から2018年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三洋堂ホールディングス及び連結子会社の2018年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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